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全建賞 一般枠 港湾部門

50夢洲コンテナターミナル整備事業

１�．はじめに
大阪港夢洲コンテナターミナルは、国際コンテナ戦略
港湾「阪神港」の中核施設として、増大するコンテナの
取扱量とコンテナ船の大型化に対応するための事業を実
施している。
本事業では、耐震強化岸壁と一体的に機能する荷さば
き地の拡張整備等を行い、入場待ち車両の滞留状況を改
善し、交通の円滑化を図った。

２�．事業の必要性・概要
夢洲コンテナターミナルは、阪神港の中核施設として、
今後増加が見込まれるコンテナ需要に対応するため、荷
さばき地の拡張が必要であった。また、ゲートの処理能
力がボトルネックとなっており、周辺道路上に入場待ち
の滞留車両が発生し、開催が決定している大阪・関西万
博の旅客輸送にも影響が生じるおそれがあった。そのた
め、荷さばき地の拡張に併せて、ゲート処理能力の向上
も求められた。

夢洲コンテナターミナル

大阪・関西万博会場大阪・関西万博会場

INゲート

OUTゲート

さらに、ゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーの
ターミナル滞在時間の短縮によるコンテナ物流の効率化
及び生産性向上を目的として、国土交通省が開発した�
システムである新・港湾情報システム（CONPAS：
Container Fast Pass）も導入した。大阪港で実施した
試験運用においては、トレーラー（輸入コンテナ）１台

当たりのゲート処理時間を約60秒短縮することができ、
また、CONPASの運用により、ゲート処理能力を向上
させ、ゲート前の混雑を解消することができる。

３�．事業の成果
本事業により、入場車両に対するゲート処理能力が向
上し、道路上に滞留していた車両をターミナル内に収容
可能となった。以下の写真のとおり、整備後は入場待ち
トレーラーの滞留状況が改善した。

待機車両が２列から１列に減少

整備前 整備後

待機車両の滞留が解消
※ピーク時（13時頃）に撮影

整備前 整備後

４�．おわりに
令和７年２月に荷さばき地拡張部の一部及びゲートの
本格運用を開始した。また、令和７年４月に大阪・関西
万博が開幕し、開幕以降、入場者数は増加傾向であり、
開幕から６週間で累計500万人を超え、盛況となってい
る。本事業により、万博における旅客輸送の円滑化が図
られるとともに、夢洲コンテナターミナルにおけるコン
テナ貨物の取扱能力が向上した。今後、更に増加が見込
まれるコンテナ取扱量に対応し、大阪、ひいては近畿圏
全体の経済活動の活性化に貢献することが期待される。

キーワード 荷さばき地拡張、万博、交通対策

荷さばき地やゲート等を整備し、新・港湾情報システムの
運用を開始することでコンテナ貨物の取扱能力向上に向けて
ハード・ソフト両面からの有効な対策を適切に検討するとと
もに、夢洲コンテナターミナルでは、大阪・関西万博による
交通量の増加に対応し、円滑な交通を確保。その社会的影響
の大きさを示した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　五洋建設㈱、あおみ建設㈱、八千代エンジニヤリング㈱、
東洋建設㈱、中央復建コンサルタント㈱、（一財）みなと総合研究財団

受賞機関　�国土交通省 近畿地方整備局 大阪港湾・空港整備事務所�
阪神国際港湾株式会社
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全建賞 一般枠 港湾部門

51急激な気温上昇が海水温に及ぼす影響：
大阪湾モニタリングポストデータの解析

１�．はじめに
気象庁の「気候変動監視レポート2023」では、トピッ
クスとして「2023年の日本近海の記録的な海面水温に
ついて」を挙げ、「2023年の日本近海の月平均海面水温
は、年を通じて平年よりも高く経過し、年平均海面水温
の平年差は、統計を開始した1908年以降、最も高い値
となった」と報じている。これは、日本近海において、
気候変動による水温上昇を上回る急激な水温上昇が、
2010年代後半から起きていることを示している。

２�．事業の概要
日本の閉鎖性海域の一つである大阪湾を対象に、平成
22年４月から令和６年３月までの水温上昇について解
析した。また、気温と水温の相関関係についても、冬季
と夏季に分けて調査した。
測点Ａ～Ｄ及びＡ’には、平成22年に当事務所により
水質自動観測装置が設置され、以降毎年の水温、塩分な
どの水質データがリアルタイムで配信されている。解析
には測点Ａ～Ｄのデータを使用した。

３�．事業の成果
多くの場合、気候変動に伴う水温上昇は、100年で１
～２℃程度の緩やかな水温上昇として解析される。しか
し、今回の解析では、10年で数度という近年の気温、
水温の急上昇が大阪湾で実際に起きていることを明らか
にした。また、気温と同じ１時間ごとのサンプリング間
隔のデータを用いることにより、月１回のサンプリング
では測定が難しい夜間のデータ変動も考慮した。
冷水の流入の有無によって、底層水温の季節変動パ
ターンが大きく異なることは、これまで明らかになって
いなかった。

冬季平均の水温と気温の時系列
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夏季平均の水温と気温の時系列
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４�．おわりに
本解析は、大阪湾における近年の気温・水温の急上昇
の実態や底層水温の季節変動パターンに冷水の流入が大
きく関わっていることが明らかになった。
水質自動観測装置を用いたデータ観測は、今後も継続
する予定である。

キーワード 気候変動、海水温、気温、水質自動観測、
大阪湾

大阪湾を対象として水温上昇を解析し、さらに気温と水温
の相関関係について、冬季と夏季に分けて検討。長期間にわ
たる水温計測結果を分析し、季節ごとの大阪湾の水温変化要
因について考察。閉鎖性海域での水温変化が漁業等に与える
影響の検討への活用が期待される点や、水質自動観測装置を
活用した継続的なデータ取得の工夫などが評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　いであ㈱

受賞機関　�国土交通省 近畿地方整備局 神戸港湾空港技術調査事務所

平面図
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全建賞 一般枠 港湾部門

52広島港クルーズターミナル整備事業

１�．はじめに
本事業では、急増するクルーズ船の寄港回数への対応
とクルーズ船の受入環境の充実を目的として、広島港宇
品地区において既存の岸壁を改良し、新たにクルーズ
ターミナルを整備した。これにより、クルーズ船の受入
環境が整ったことで、令和５年には、外国船社が運航す
るクルーズ船の広島港への寄港は全国６位となる58回
に達し、過去最高を更新した。

広島港の全景

宇品地区

２�．事業の概要
本事業の実施に当たっては、急増するクルーズ需要に
対応するため、12万トン級のクルーズ船が受け入れら
れるよう、早期に岸壁整備とクルーズターミナルの整備
を進め、受入環境を整える必要があった。
岸壁整備では、工期短縮を目指し、既存施設を活用し
た。また、延伸部はドルフィン構造、桟橋部はジャケッ
ト工法を採用し、大型起重機船による一括施工を実施す
ることで、大幅な工期短縮を図った。
また、ジャケットにおいては、杭工事打設後にジャ
ケット及び杭のCIMモデルを作成し、ジャケット据付
シミュレーションを実施することにより、部材の取り合
いを視覚的に捉え、ジャケット製作に反映することで、

現場作業での高さ調整など、作業の省力化や不具合など
手戻りを防いだ。
一方、クルーズターミナルの整備では、国内外の観光
客に対して魅力ある外観デザインとするため、技術力・
想像力・発想力に優れた事業者を募集する公募型プロ
ポーザル（デザインビルド方式）を採用した。

広島港クルーズターミナル全景

クルーズターミナル

３�．事業の成果
既存施設の活用、ジャケット工法等の採用やCIMモ
デルの活用で、事業費の圧縮と整備期間の大幅な短縮を
実現した。
また、デザインビルド方式を採用することで、「機能性、
デザイン性、環境配慮」の機能を備えた、広島の新たな
「みなとの玄関口」に相応しいクルーズターミナルを整
備することができた。

４�．おわりに
令和４年10月に岸壁改良工事が完了し、クルーズ船
の受入を再開した。さらに、令和６年３月にはクルーズ
ターミナルの供用を開始し、広島港におけるクルーズ船
の受入環境が大きく向上している。
今後も、陸路、空路に加えて、海路からも多くの人々
を受け入れる環境を整えることで、地域の活性化が期待
される。

キーワード 大型クルーズ船、CIMによる3Dモデル、
整備期間の短縮、デザインビルド方式

広島港ではクルーズ船寄港増に対応し、宇品地区で岸壁改
良とターミナル整備を実施。令和５年の寄港回数は、全国６
位となる58回で、過去最多を記録した。ジャケット工法の採
用や大型起重機船での一括施工により、大幅な工期短縮を実
現。さらに、先行工事の出来形を反映したCIMモデルを用い
てジャケットの据付シミュレーションを行い、現場作業の省
力化を実現した点などが評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　中電技術コンサルタント㈱、山陽建設㈱、
エム・エム ブリッジ㈱、カナデビア㈱

受賞機関　�広島県 土木建築局 港湾漁港整備課�
広島県 広島港湾振興事務所

16903157-1全建08月号.indb   5816903157-1全建08月号.indb   58 2025/07/28   9:35:092025/07/28   9:35:09



月刊「建設」25-08 59

全建賞 一般枠 港湾部門

53福岡空港滑走路増設事業

１�．はじめに
福岡空港は、JR博多駅から地下鉄で５分とアクセス
が非常に良好で、九州においては主要な拠点空港として、
人流・物流を支え、地域の社会経済活動の発展に大きな
役割を果たしている。また、東アジアに近接するという
地理的優位性を生かし、アジアの玄関口として、ビジネ
スや観光などの交流の場としても重要な役割を果たして
いる。
福岡空港の令和５年度の年間旅客数は2,494万人で、
滑走路増設事業前の１本当たりの利用者数は、国内最多
となっている。また、平成28年３月に、福岡空港は国
土交通省から混雑空港に指定されている。

２�．事業の概要
本事業は、滑走路処理能力を向上し、航空機の混雑・
遅延の解消及び将来の航空需要へ適切な対応を行うため、
滑走路の中心線間隔210ｍという近接した位置に２本目
の滑走路を増設するものである。
滑走路の増設に至るまでには、平成15年度から国・
県・市が連携・協力し、パブリック・インボルブメント

の手法を取り入れた「総合的な調査」を実施することで、
一般の方々からの意見を取り入れ、計画を策定した。滑
走路の増設事業は、これらの「総合的な調査」や「構想・
施設計画」の検討、「環境影響評価」などを経て、平成
27年度に事業化された。関係者の努力と、地元の理解
を得ることで、当初想定された事業期間、事業費により
供用を開始することができた。

３�．事業の成果
本事業では、供用中の限られた空港用地内において、
航空機の運航に支障を来さないよう配慮しながら、施設
の移転・整備を進めた。令和７年３月20日、第２滑走
路の供用が開始され、滑走路の処理能力が年間17.6万
回から18.8万回に拡大し、空港能力と利便性の向上が
実現した。今後の滑走路処理能力の向上として、環境ア
セスメント上では、需要動向を踏まえ、地元の理解を得
た上で増枠の検討を行うことで、年間21.1万回と想定
されている。

福岡空港増設滑走路・国際線旅客ターミナルビル等増改築　
供用式（令和７年３月２日）

４�．おわりに
福岡空港は、福岡及び九州地域の活性化に大きく貢献
しており、成長著しいアジアに近接している。今後、さ
らにヒト・モノの交流が活発になる福岡において、空港
のみならず、港や鉄道とも連携し、引き続きアジアの玄
関口にふさわしい機能強化を図り、人流・物流のゲート
ウェイづくりを進めていきたい。

キーワード 滑走路増設、耐震対策、混雑空港

国内外の重要な交通拠点である空港において、段階的な施
工順序を工夫し、供用中の滑走路に隣接する厳しい施工条件
の中、滑走路増設工事を完遂した。空港運用を維持しながら
耐震対策を実施し、設計や施工時に３次元モデルを活用して
地中構造物との干渉を防止し、作業の効率化を実現した点が
評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　日本道路㈱、㈱ガイアート、㈱NIPPO、東亜道路工業㈱、
大成建設㈱、若築建設㈱、あおみ建設㈱、五洋建設㈱、㈱大林組、
東洋建設㈱

受賞機関　�国土交通省 九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所�
国土交通省 大阪航空局

福岡空港　第１滑走路と第２滑走路　全景写真	
（令和７年２月24日撮影）
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全建賞 一般枠 漁港漁場部門

54荒川地区水産生産基盤整備事業

１�．はじめに
荒川漁港は、五島列島福江島の西部に位置する第４種
漁港である。当地区が位置する下五島地区では、平成８
年度から民間企業によるマグロ養殖が開始され、平成
10年度以降には本格出荷が開始されている。同地区で
クロマグロ養殖業を行っている５者のうち、３者は当地
区に隣接した玉之浦湾を漁場にしており、クロマグロ養
殖の基地としての役割を担っている。

２�．事業の概要
当地区は、限られた狭隘な用地の中で定置網の補修や
保管が行われている。また、クロマグロ養殖の生簀の組
立てや網の補修は、他港まで資材を運搬し、作業する必
要があり、作業効率が悪く、用地不足が課題となっていた。
また、計画策定当時、豊田通商株式会社におけるクロ
マグロの人工種苗生産施設の適地選定の情報を迅速に入
手した。これを受けて、荒川漁港が抱えている用地不足
の課題解決と合わせ、将来的な利用方法を見越し、防波
堤や用地等の漁港施設の計画を立案し、整備を行った。

３�．事業の成果
平成26年度には、豊田通商株式会社によるクロマグ
ロの人工種苗生産施設の建設が発表され、翌年度より運
用を開始し、完全養殖による安定した生産体制を確立し
た。漁獲制限がない人工種苗によるクロマグロ養殖が、
生産量の増加を可能にした。また、当漁港の主要漁業で
ある定置網業の安定的な操業体制を確保し、民間参入に
よる新たな雇用も生まれ、地域活性化にも寄与した。
さらに、水質や騒音等の変化に敏感なクロマグロのス
トレスを最小限とするため、計画段階より関係する漁協
やマグロ養殖業者と綿密な協議を重ね、防波堤の軟弱地
盤対策においては、砂を材料としたサンドコンパク
ションパイル工法を採用し、環境に配慮した工法を選定
した。加えて、漁場環境への影響を把握・管理するため、
施工期間中も海域環境調査を実施した。受注業者も独自
に水質調査等を実施するなど、官民協力のもと漁場保全
に努め、関係者とのトラブルもなく、無事に完工した。

４�．おわりに
本事業では、当地区の主要漁業であるクロマグロ養殖
や定置網業等の安定的な操業体制を確保し、将来を見据
えた計画とした。
また、事業期間中には地元住民参加型のシロギス稚魚
放流体験会等を開催し、水産資源の保全や地域の美化に
対する意識向上も図られた。これらの取組は、ニュース
や新聞等のマスコミにも取り上げられた。
今後も社会情勢の動向に目を向けながら、水産業や地
域の発展に寄与する水産基盤の整備に努めていく所存で
ある。

キーワード 漁場環境に配慮した計画・施工、養殖業の推進、
民間企業の参入

五島列島福江島の荒川漁港では、生産拠点漁港としての機
能強化を図るため、定置網やマグロ養殖の準備作業の効率化
を目的とした用地整備を実施。地域におけるマグロ養殖の展
開に必要な施設を整備するため、計画の段階から民間事業者
等と協議を重ねたほか、環境に配慮した工法を採用するな
ど、事業効果が高くなる実施方法を採用し、水産物の安定供
給に貢献した取組が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　復建調査設計㈱、扇精光コンサルタンツ㈱

受賞機関　�長崎県 五島振興局 建設部 河港課�
長崎県 水産部 漁港漁場課

施設整備後の荒川漁港 稚魚放流体験会
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全建賞 一般枠 鉄道部門

55JR小岩井駅活性化事業

１�．はじめに
JR小岩井駅は、岩手県滝沢市大釜風林地区に大正10
年に開業し、地域住民や観光客の足として、公共交通の
要所となっている。開業以来、国鉄（当時）及びJR東
日本が管理を行ってきたが、狭い待合室に加え、駅舎や
隣接するトイレの老朽化が課題となっていた。また、駅
前広場は歩車道が整備されておらず、送迎車と利用者が
交錯し、危険な状況となっていたため、利用者の安全確
保や利便性の向上を目的として、JR東日本や小岩井農
牧株式会社の協力のもと事業を実施した。現在は、市が
駅舎を含む交通施設全般の維持管理を行い、清掃などの
一部業務を地元自治会に委託している。

２�．事業の概要
事業用地は市が取得し、JR東日本から施設の譲渡を
受け、駅前広場、トイレ、駅舎を段階的に整備した。駅
舎整備では、待合環境の向上や築100年以上経つ建造物
の文化的・歴史的な価値を考慮した結果、国登録有形文
化財を目指すことを想定し、JR東日本を主体として復
元工事を実施することで合意した。復元に当たり、当時
のモノクロ写真をもとにAIによる復元技術などを活用
し、瓦屋根、壁、窓などの建材や色合いを選定した。

３�．事業の成果
駅前広場整備（令和２年～３年）では、歩車道の分離、車
両防護柵や照明の設置により利用者の安全が確保された。
トイレ整備（令和４年）では、衛生環境の改善に加え、
路線バス・タクシー利用者の待合室を併設し、待合環境
も改善した。
駅舎整備（令和５年）では、駅の活用や管理に関して、
地域向けの説明会や意見交換会を開催し、「駅舎を地域
コミュニティの場として利用したい」との声を受け、駅
無人化により不要となった駅事務室を交流スペースとし
て整備することで、待合環境も改善し、利用者の利便性
が向上した。駅舎内装も、開業当時に建てられた類似建
造物を参考とした照明などが設置されているほか、JR
車両のシートをリメイクしたベンチ、駅開業と同年代の
木材を使用した駅標や什器を小岩井農牧株式会社からの
寄贈により設置した。
事業完了後に市がこれらの施設の管理者となり、清掃
等の一部業務を地元自治会が担っている。また、地元自
治会を中心に、地元保育園児との花壇の植栽、イベント
や地域サロンの開催など、駅を拠点としたにぎわいづく
りに地域が積極的に取り組んでいる。

JR車両のシートをリメイクしたベンチ

４�．おわりに
本事業により、小岩井駅は地域に愛される駅に生まれ
変わり、国登録有形文化財として登録が見込まれる。詩
人・宮沢賢治はじめ、多くの人々も利用した歴史的建造
物を今後も保存しつつ、更なる活用により、地域コミュニ
ティの拠点として、また、観光資源である小岩井農場など
の玄関口としても多くの方に利用されることを期待する。

キーワード 駅前広場・駅舎等の一体整備、
歴史的・文化的価値の保存活用

JR小岩井駅活性化事業では、市が駅前広場等を整備し、安
全性と利便性を向上させた。駅舎は市・JR・小岩井農牧株式
会社が復元改修し、市が複合交通施設として管理している。
大正時代の駅舎を復元するに当たり、モノクロ写真のAI復元
技術といった最新技術を活用するとともに、内装にはJR車両
のシートをリメイクしたベンチを配置するなど、環境問題に
も配慮した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　盛岡舗道㈱、㈱メグミ

受賞機関　�滝沢市

小岩井駅復元リニューアル記念式典（令和５年12月３日）
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全建賞 東日本枠 道路部門

56県道吉間田滝根線　広瀬改良

１�．はじめに
一般県道吉間田滝根線は、福島県いわき市川前町を起
点とし、同県田村市滝根町を終点とする、延長約11㎞
の幹線道路であるが、現道は線形不良箇所及び幅員狭小
箇所が連続し、さらに、特殊通行規制（落石）区間となっ
ており、安全で円滑な交通に支障を来していた。このた
め、安全で円滑な交通を確保し、東日本大震災により被
災した双葉地方の復興・再生を支援することを目的に、
「ふくしま復興再生道路」に位置づけ、延長9.2㎞のバイ
パス整備事業として平成24年度から事業に着手し、�
令和６年４月13日に全線開通した。

一般県道吉間田滝根線（広瀬工区）開通式

２�．事業の概要
事業区間の延長9.2㎞のうち、あぶくま高原道路に接
続する自動車専用道路2.6㎞を福島県が施工し、一般道
区間6.6㎞については、トンネルを含む技術的に難易度
の高い区間であったため、国の直轄権限代行事業として、
平成28年度より国土交通省が施工した。福島県の県道
としては初めての直轄権限代行事業であるが、これは、
福島復興再生特別措置法に基づく「避難解除等区域復興
再生計画」において、復興・再生のために、特に必要な
ものとして、福島県の要請に基づき代行事業に指定した
ことによるものである。
また、更なる事業の加速を図るため、工事着手後に橋
梁及び土工区間の大胆な設計変更を行った。具体的には、

縦断勾配を調整して計画高さを下げ、それにより増加す
る切土とバランスをとるため、計画していた４橋のうち
２橋を盛土構造に見直し、１橋は橋長278ｍの長大橋か
ら69ｍと74ｍの橋梁に分割し、橋長を縮小した。これ
により、課題のあった土配計画の改善（残土は約22万
㎥から約3万㎥に削減）、橋梁延長も縮小し、事業期間
の短縮とコスト縮減が図られた。

貝谷大橋69ｍ、貝谷２号大橋74ｍ
長大橋278ｍ→橋梁＋土工＋橋梁に見直しコスト縮減

３�．事業の成果
一般県道吉間田滝根線は、復興が進む中で地域の方々
が帰還し、安心して故郷で暮らすためには欠かせない道
路である。本事業により、山間部の隘路区間が解消した
ことで、安定した道路ネットワークが形成され、避難さ
れている方々の帰還促進、双葉郡南部と県中・県南地方
間の交流促進、緊急搬送の時間短縮による地域医療の環
境改善、さらに、双葉地方の再生に向けた除染、廃炉事
業、再生可能エネルギー産業の振興などに資する「福島
イノベーション・コースト構想」の推進に大きく寄与す
ることが期待される。

４�．おわりに
本事業の完成により、安全・安心な通行が可能となり、
信頼性の高いネットワークが形成されることにより、当
該地域はもとより、福島県全体の震災からの復興・再生
を力強く後押しするものとして期待される。

キーワード 復興、設計変更、事業期間短縮

浜通りと中通りを結ぶ復興再生道路「県道吉間田滝根線」
が、国と県の整備により延長9.2㎞が完成し、令和６年４月13
日に開通した。橋梁から土工への変更や縦断線形の見直しな
ど、コスト縮減を実現するとともに、事業のスピードアップ
を図った点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　前田建設工業㈱、会津土建㈱、藤田建設工業㈱、鉄建建設㈱、
㈱IHIインフラ建設、三立土建㈱、滝谷建設工業㈱、佐藤工業㈱、
秋山ユアビス建設㈱、渡部産業㈱

受賞機関　�国土交通省 東北地方整備局 郡山国道事務所

16903157-1全建08月号.indb   6216903157-1全建08月号.indb   62 2025/07/28   9:35:152025/07/28   9:35:15



月刊「建設」25-08 63

全建賞 東日本枠 河川部門

57夫
おっと

沢
ざわ

地区海岸　公共災害復旧事業（再生・復興）

１�．はじめに
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震
による津波で、夫沢地区海岸は大きな被害を受けた。こ
の海岸は、東京電力福島第一原子力発電所から南へ約
２㎞にあり、双葉郡大熊町の中間貯蔵施設エリア内に位
置している。
被災から８年後の平成31年２月に、平成23年災第50
次査定を受けた。その後、令和３年３月に保留が解除さ
れ、令和４年１月に工事が始まった。そして、被災から
13年が経過した令和６年３月に竣工した。

令和６年３月竣工時

２�．事業の概要
堤防工206.8ｍ、樋門工１基及び消波工（４ｔブロッ
ク）1,230個の復旧工事において、堤防工は既設堤防高
T.P.＋6.2ｍをT.P.＋7.2ｍへと１ｍ嵩上げし、河口部で
あることから、河川部約73ｍをレベルバック区間とし
て海岸堤防と同等の構造とした。さらに、河川上流のす
り付け区間約19ｍについても、川表、天端、川裏の三
面をコンクリートブロック張り等で被覆し、堤防全体を
粘り強い構造とした。
また、現地は放射線の空間線量が高く、帰還困難区域
に指定されており、国の規制により区域内への立ち入り
可能時間が、午前９時から午後５時までに制限されている。

３�．事業の成果
このような厳しい作業環境下において、ICT転圧管理
システムの活用、コードレス高周波バイブレータの使用
など、作業の省力化や合理化を図るとともに、限られた
作業時間の中で効率的に施工を進めるため、休憩・昼食
時間は作業班（土工、護岸工、構造物工、仮設工等）ご
とに設定し、次工程への待ち時間が少なくなるよう調整
した。また、津波により既設堤防の波返し等、上部構造
は破損・流失したが、下部構造は健在であったため、こ
れを活用して川表護岸の基礎高を上げることで護岸面積
の削減を図り、基礎工施工のための締切りとしても利用
し、約５千万円のコスト縮減となった。
工事施工中には、県や大熊町職員を対象とした現場見
学会を開催し、職員の関心を高めるとともにその様子を
事務所のSNSで発信し、立ち入りが制限されている帰
還困難区域内であっても、公共施設の復旧工事が着実に
進められていることを広く伝えることができた。

現場研修の様子をSNSで発信

４�．おわりに
平成23年に地震、津波、さらには原子力災害を受け
た相馬・双葉の相双地域は、令和元年及び５年の豪雨災
害、令和３年及び４年の地震災害など、ここ数年も度重
なる災害に見舞われている。
私たちは、「ひとつ、ひとつ、実現するふくしま」を
スローガンに掲げ、日夜、復旧・復興に取り組んでいる。

キーワード 津波、減災、堤防、粘り強い構造、施工合理化

東北地方太平洋沖地震による津波で被害を受けた夫沢地区
海岸で、堤防工、樋門工、消波工を施工し復旧。高線量下で
作業時間が限られる中、ICT技術を活用して効率的な施工を
実現。コスト縮減に努めつつ、無事故無災害で工期を24日間
短縮し、出来形や出来映えが、極めて良好な災害復旧工事を
完成させた点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　田中建設㈱、㈱泉田組

受賞機関　�福島県 富岡土木事務所
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全建賞 東日本枠 都市部門

58都市計画道路　鮎川停車場線　整備事業

１�．はじめに
都市計画道路鮎川停車場線は、日立市の南北軸である
国道６号と国道245号を東西に結ぶ、延長850ｍの主要
な幹線道路であり、市内の著しい渋滞の緩和やJR常磐
線横断部のアンダーパス化による踏切の解消などを目的
として、整備に着手した。その後、東日本大震災の津波
により、沿岸部の国道245号が被害を受け、内陸部の国
道６号へ接続する避難路の確保が喫緊の課題となり、復
興事業として重点的に整備を進めてきた。

国道245号から国道６号方面を望む

２�．事業の概要
本事業は、昭和59年に都市計画決定後、平成14年度
に事業着手した。JR常磐線とアンダーパス構造による
立体交差であり、日常的な鉄道の運行に支障を来すこと
なく、また、列車や軌道面への影響を最小限にする工法
が必要とされたため、非開削工法であるHEP＆JES工法
を採用し、平成26年度にJR常磐線立体交差部の施工に

着手、令和３年度にJR常磐線直下部が完成した。
また、アンダーパス構造は、適切に雨水が排水できな
い場合、内部が冠水してしまうため、道路本線の排水路
最深管底高より河床高が低い地点まで、流末となる二級
河川桜川へ自然流下で排水できるよう、小口径管推進工
法により、延長約1.2㎞の排水路を接続した。これらの
整備により、令和５年５月24日に国道６号から国道
245号を結ぶ、全区間850ｍの一部を暫定的に供用開始
した。

３�．事業の成果
本路線の供用により、津波避難路の確保、災害時にお
ける緊急輸送道路の機能強化や長年の課題であった日立
市内の著しい渋滞の緩和が図られた。さらに、現在整備
中の国道６号日立バイパスとの接続により、新たな交通
ネットワークの形成が期待されている。
また、雨水の排水方法について、自然流下方式を採用
したことにより、ポンプを利用した圧送流下方式と比べ、
整備に係るコストに加え、ポンプなどの維持管理費や点
検にかかるライフサイクルコストを低減することができ
た。流末排水路については、すべて官地（鉄道跡地、道
路敷地）に整備することで工期の短縮などを図ることが
できた。

開通式（令和５年５月24日）

４�．おわりに
都市計画道路鮎川停車場線は、令和７年３月27日に
全線４車線で開通することができた。本事業にご協力い
ただいた地権者の皆さま、地域住民の皆さま、関係機関
の皆さま、設計・施工関係各社の皆さまに心より感謝申
し上げる。

キーワード 津波避難路、緊急輸送道路、立体交差、
渋滞緩和

東日本大震災の津波により、道路網が寸断される被害を受
けたことから、沿岸部から内陸部への避難路の確保及び緊急
輸送道路となる鮎川停車場線を整備。JR常磐線を挟んで南北
に走る国道６号と国道245号を東西に接続し、鉄道への影響
を最小限に抑制するためHEP＆JES工法を採用。アンダーパス
構造であるため、冠水対策として、道路本線の排水路起点管
底高よりも流出先の河床高が低い二級河川桜川まで、自然流
下方式で排水路を整備。輻輳する施工管理や騒音・振動対策
に対応し、鉄道利用者への影響を抑えた施工方法を採用して
いる点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　㈱オカベ、㈱オリエンタルコンサルタンツ、鈴縫工業㈱、
日立土木㈱、小林建設㈱、田岡建設㈱、㈱高萩エンジニアリング

受賞機関　�茨城県 高萩工事事務所
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全建賞 東日本枠 住宅部門

59双葉町駅西地区災害公営住宅等整備事業

１�．はじめに
福島県双葉町は、東日本大震災と原子力災害による複
合災害によって、全域が避難指示区域となり、すべての
町民が町外での避難生活を余儀なくされた。そうした中、
JR双葉駅を中心とする区域などが、平成29年９月に県
内で初めて、特定復興再生拠点区域に認定され、「新た
な生活の場の創出」と「既成市街地の再生」を進めるこ
ととなった。
しかし、発災後から同区域の避難指示が解除された令
和４年８月までの約11年間にわたる長期的かつ広域に
及ぶ避難により、それまで築かれてきた地域のコミュニ
ティが崩れ、町民同士の交流が希薄になるなどの課題が
生じていた。このため、町の復興再生に当たっては、帰還
する町民はもとより、新たに町へ移住する方々の住まい
を確保しつつ、人々が集い、新たな交流が生まれ、コミュ
ニティが醸成される豊かな居住環境の整備が求められた。

２�．事業の概要
本事業は、福島県が
双葉町から要請を受け、
帰還者向けの災害公営
住宅30戸と新規転入
者向けの福島再生賃貸
住宅56戸、計86戸を
JR双葉駅西地区に整備
したものである。
災害公営住宅と福島
再生賃貸住宅を混在さ
せることで、住民の多
様な交流が生まれるよう配置した。
このほか、人々が交流できる場として、集会所に加え、
多目的に利用できる半屋外の軒下空間を団地内に分散し
て８箇所設けた。さらに、住民同士の会話が自然に生ま
れるよう、住棟間の歩行者用通路に面して、住民が自由に
活用できる室内の土間空間を対面に配置する計画とした。

配置計画

３�．事業の成果
住棟の配置は、駅前広場から放射状に広がるようにす
ることで、空間に広がりを持たせ、画一的で無機質にな
らない、変化に富んだ景観を形成している。また、各住
棟の間から周囲の山々を望めることから、緑が映えるよ
う外壁は黒を基調とした色彩計画とし、併せて多様な植
栽を団地内に配置することで、周辺環境と調和した美し
い景観を創出している。
屋外広場と一体的に使用できる軒下空間は、夏祭りや
芋煮会といったイベントにも活用され、団地内の交流の
みならず、団地外の様々な方々との交流促進にも寄与し
ており、新たなコミュニティ形成を促す一助となっている。

軒下空間を活用したイベント

４�．おわりに
現在、JR双葉駅西地区では、団地西側で分譲地の整
備が進められており、団地内では福祉交流施設の建設も
計画されている。帰還した町民と新たに移住された方々
が一丸となって、双葉町の復興と更なる再生に向け、新
たな一歩を踏み出している。

キーワード 復興・再生、コミュニティ形成、
施工の合理化・効率化

特定復興再生拠点区域内において、帰還者向け災害公営住
宅と新規転入者向け福島再生賃貸住宅を整備。避難の長期
化・広域化による地域コミュニティ喪失の課題に対し、まち
の復興・再生に向けて、帰還町民と移住者のコミュニティ形
成に重点を置いた取組を推進。多目的に利用可能な軒下空
間、土間空間や自然環境・景観に配慮した建築デザインな
ど、計画段階での様々な工夫が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　田中建設㈱、福浜大一建設㈱、横山建設㈱、
パシフィックコンサルタンツ㈱、常磐開発㈱、㈱ブルースタジオ、
㈱泉田組

受賞機関　�福島県�
福島県双葉町

住棟間の歩行者用通路 歩行者用通路から見た土間空間
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全建賞 東日本枠 建築部門

60福島県立ふたば支援学校移転新築工事

１�．はじめに
ふたば支援学校の前身である富岡支援学校は、障がい
のある子どもたちが、地域社会の中でより良く生活する
力を身につけられるよう、双葉郡富岡町に開設された。
しかし、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故の影
響により、いわき市への避難を余儀なくされ、仮設校舎
等で小学部と中学・高等部に分かれて教育活動を継続し
てきた。この度、双葉郡楢葉町に新校舎が完成し、令和
７年１月から子どもたちは新たな環境で学び始めている。

２�．事業の概要
本事業は、双葉地域の教育振興と住民の帰還を支える
基礎整備であり、また、避難地域における「教育の再生」
のシンボルとなる移転新築工事である。
・地上3階建て　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造
・敷地面積15,451.94㎡、延べ面積8,432.37㎡

ふたば支援学校新校舎全景

３�．事業の成果
　１）施工BIMの活用による効率化・生産性向上

BIMを活用し、配筋の納まりや設備工事との取り
合いを3Dモデルで事前に確認することで、施工の効
率化と品質の向上を図った。また、土工事において
はBIMとICT重機を連動させ、掘削レベルを自動制
御することで施工精度と生産性の向上を実現した。

　２）生徒・学校関係者との共創
校舎完成後、愛着を持って利用できるよう、ふた

ば支援学校の子どもたちを対象に、学校の昇降口に
設置する県産材の木製パネルの施工体験を行った。
また、子どもたちや学校関係者を対象とした現場見
学会の開催や子どもたちによるイラスト入りの仮囲
い設置など、施工段階から新校舎との関わりを実感
し、新たな学校生活への期待やイメージを膨らませ、
より親しみを感じてもらえる機会を設けた。

　３）官民連携による建設業の魅力発信
一般社団法人福島県建設業協会の協力のもと、地
元工業高校の生徒を対象に現場見学や作業体験会を
開催し、実際の現場作業を通じて、建設業の魅力や
やりがいを体感してもらった。また、地元市町村や
建設業協会等の会員を対象に現場研修会を開催し、
地域の建築業界における課題や官民連携の必要性を
共有した。さらに、発注者と受注者が工事の進捗状
況などをSNSに投稿し、現場の魅力を効果的に発信
した。

木製パネル施工体験 木製パネル設置状況

子どもたちの現場見学会 高校生の体験会

４�．おわりに
新校舎完成後に開催された落成式では、子どもたちの
代表が「これまで離れていた小学部と中学・高等部が新
しくきれいな校舎で一緒に学べて嬉しい」と挨拶した。
震災から14年、ふたば支援学校が真の復興に向けて大
きな一歩を踏み出すことができたと感じている。今後も、
利用者や地域と連携しながら施設整備を進め、子どもた
ちが希望に満ちた未来を描けるよう、双葉地域の復興に
一層貢献していきたい。

キーワード 復興、支援学校、官民連携、BIM、共創

東日本大震災で避難を余儀なくされた双葉地域の特別支援
教育再生を目的に、ふたば支援学校の移転新築工事を実施。
BIMデータとICT重機を連動させ、高精度かつ効率的な掘削
を実現。支援学校の子どもたちによる木製パネル製作や高校
生の作業体験を通じて建設業の魅力を発信し、特別支援教育
の振興と住民帰還を支える復興拠点として整備された点が評
価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　前田建設工業㈱、田中建設㈱、㈱杜設計、三浦電気工事㈱、
北関東空調工業㈱、加藤建設㈱

受賞機関　�福島県 相双建設事務所
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全建賞 東日本枠 港湾部門

61大洗港区海岸津波水門整備事業

１�．はじめに
茨城県東茨城郡大洗町は、本県沿岸のほぼ中央部に位
置する港町であり、東日本大震災では、津波により漁船
の破損や住宅地への浸水など、甚大な被害を受けた。
この経験を踏まえ、当事務所では、津波や高潮から背後
地の人命や財産などを防護するため、地元関係者と継続
して調整を重ね、町の中心産業である漁業と津波・高潮か
らの防護との両立を目指して、海上に防護ラインを設けた。
その後、防潮堤や陸

りっ
閘
こう
の整備とともに、海上に設けた

防護ライン上において、自動閉鎖機能を備えた大洗港区
海岸津波水門（以下「水門」という。）の整備を進め、
令和６年６月から運用を開始した。

２�．事業の概要
水門は、平成30年度に着工し、漁業関係者との航路
切替に関する調整や大洗町との操作規則策定に係る調整
などを経て、令和６年度に竣工した。
工事に当たっては、海上に防護ラインを設けることに
より、漁業関係者が工事施工中に漁に出られないなどの
不利益を被らないよう、施工方法を工夫することが重要
な課題であった。
特に、下部工事では、従来工法（現場打ち構造）の場合、

漁船航路を長時間塞ぐ大規模な二重仮締切が必要となり、
漁業活動を停止してしまう懸念があったことから、地上製
作・回航・据付が可能なハイブリッドピア工法を採用する
ことで、約３ヶ月の工期短縮と漁船航路の確保が図れた。
また、システムの構築では、本県の地域防災計画や地

元関係者の意見などをもとに、水門に設置した３基の地
震計のうち、２基以上が震度５強を感知した場合、又は、
Jアラートにより津波警報以上が発令された場合に、当
港の津波影響開始時間とされる地震発生から約28分後
よりも早い、約18.5分で自動閉鎖するシステムを構築
し、安全かつ迅速・確実に閉門する水門を整備すること
ができた。

従来工法とハイブリッドピア工法による比較

３�．事業の成果
今回の水門完成に伴い、漁業者の利便性を損なうこと
なく、有事の際には、安全かつ迅速・確実に水門が自動
閉鎖することにより、背後地の人命や財産等の防護が可
能となり、背後地の安全性を大きく向上させることがで
きた。

完成した水門と防護ライン

４�．おわりに
現時点では、幸いにも水門が自動閉鎖する事態は発生
していないが、試験的に実施した動作試験では、予定通
り水門の自動閉鎖が確認できた。
近年の自然災害は、気候変動の影響などに伴い、頻発
化、激甚化が著しく、また、首都直下型地震など、大規
模地震発生の切迫性も指摘されていることから、今後も
安全かつ迅速・確実に自動閉鎖できるよう、点検などを
適切に実施してまいりたい。

キーワード 水門、ハイブリッドピア、自動閉鎖、遠隔監視

津波や高潮による被害を防ぐため、大洗港区海岸の防護ラ
イン上に自動閉鎖水門を整備。地元振興に重要な漁業活動へ
の影響に配慮し、海上工事を小規模に抑えるハイブリッドピ
ア工法を採用することで、航路の長期狭小化を解決。東日本
大震災の被災事例を踏まえ、水門の遠隔操作監視システムに
おいて、最高レベルであるレベル６（自動操作）を導入し、地域
の津波対策として、安全性を大幅に向上させた点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　株木建設㈱ 、JFEエンジニアリング㈱、カナデビア㈱、
東洋建設㈱、東亜建設工業㈱、㈱オカベ、三井共同建設コンサルタント㈱

受賞機関　�茨城県 茨城港湾事務所 大洗港区事業所
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全建賞 東日本枠 漁港漁場部門

62音部漁港水産生産基盤整備事業

１�．はじめに
音部漁港は、岩手県沿岸中央部の宮古市の重茂半島に
位置する県管理の第１種漁港である。音部漁港が立地す
る重茂半島は、本州最東端の地で三陸海岸の中でも最大
の半島として三陸復興国立公園に指定されており、優れ
た自然環境を背景とした磯根資源に恵まれている。
コンブ･ワカメ等の養殖に早くから取り組み、サケの
ふ化放流やアワビの種苗生産・放流など、藻類養殖や定
置網漁業を中心とした「つくり育てる漁業」を積極的に
推進している。そのため、本県水産業の振興施策の重点
地域としての役割を担っている。

２�．事業の概要
音部漁港では、東日本大震災以前は沖側への拡張整備
を進めてきたが、震災の影響で、漁港施設やその背後に
ある集落も壊滅的な被害を受けた。その結果、浸水した
エリアは、災害危険区域が設定され、住宅等は高台移転
することになった。

漁港背後集落の被害状況

このため、地元漁協及び漁業者から、住宅等の建築が
禁止されている区域を利用して、波浪の影響を受けずに
漁船が安全に係留可能な掘込式漁港の整備要望が出され
たことを受け、高台移転跡地の活用による漁港機能の向
上を図るため、平成25年度から復興予算を活用した水

産生産基盤整備事業を導入し、整備を進め、令和５年３
月に主要施設である物揚場・導流堤・船揚場等が完成した。

完成した掘込式漁港

３�．事業の成果
本地域は、ワカメ等の養殖漁業者や漁船が多いことか
ら、係留施設や漁港施設用地が不足しており、非効率な
漁業生産活動を余儀なくされていた。本事業による漁港
整備において、係留施設及び漁港施設用地等が確保され、
就労環境の改善が図られることで、水産物の安定供給や
生産性の向上が期待できる。
本漁港は、外海に直接面しているため、静穏域が確保
されず、漁船の転覆等の被害を受けていたが、地域の悲
願である漁港内の安全性が向上し、安全で快適な漁業地
域が形成され、地域の基幹産業である水産業の振興に大
きく寄与している。

４�．おわりに
本地域は、宮古市の中でも一次産業における水産業が
占める割合が高く、集落におけるほとんどの世帯が漁業
に従事しているため、地域水産業の振興が地域の復興に
直接結びついている。生産性の向上や水産物の高付加価
値化の更なる取組が推進され、漁家の所得向上による地
域への経済波及効果が期待される。
今後とも、関係機関・団体等と連携を図りながら、水
産物の安定供給等に資する漁港整備や近年の海洋環境の
変化に伴う主要魚種の不漁など、水産資源の回復・増大
に向けた漁場整備のほか、漁業地域の活性化に向けた海
業振興などの取組を積極的に進めていく。

キーワード 掘込式漁港、高台移転後の被災跡地利用、
水産業の生産性向上

東日本大震災で壊滅的被害を受けた漁港背後地を活用し、
建築制限区域内に漁船の安全な係留を目的とした掘込式漁港
を整備した。津波による被災を受けた集落跡に、漁業が安全
に操業できる漁港を早期に整備し、地域の復興に貢献した取
組が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　（一財）漁港漁場漁村総合研究所、㈱三洋コンサルタント、
（一財）建設物価調査会、北日本港湾コンサルタント㈱、㈱土木技研

受賞機関　�岩手県 沿岸広域振興局 水産部 宮古水産振興センター
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全建賞 災害枠 道路部門

63国道249号隆起海岸を活用した
被災地支援のための緊急復旧道路

１�．はじめに
令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震で
は、多くの道路が通行不能となった。幹線道路である国
道249号の通行を、１日でも早く確保することが復旧・
復興のためにも最重要であった。国道249号（輪島市野
田町、以下「千枚田工区」という。）には、1,004枚の田ん
ぼが連なる「白米千枚田」（世界農業遺産、国指定名勝）
が隣接しており、耕作機も入れないほど狭い田んぼでは
手作業で田植えが行われていた。復興のシンボルとして、
地域の生業であるこの田んぼでの田植えを再開したいと
いう強い思いが地元から寄せられていた。

２�．事業の概要
能登半島は丘陵地が多く、海岸部は断崖が連続する。
国道249号は能登半島の海岸部を巡り、主要な地域を結
ぶ唯一の幹線道路であり、生活道路や観光道路としても
重要な路線である。千枚田工区では、地震による大規模
斜面崩壊のため土砂が流出し通行不能となった。
本事業は、地震の影響で隆起した海岸という極めて珍
しい事象に着目した。隆起した海岸は岩礁で十分な強度
を有していたことから、緊急復旧道路の設置が可能と判

断し、延長約800ｍの設計・工事に着手した。設計・工
事は、北陸地方整備局の災害協定を活用することで、早
期に進めることができた。
地震発生からわずか４ヶ月後の令和６年５月２日には、
一車線で緊急車両及び地元住民の通行が確保され、千枚
田工区の通行不能が解消された。
海岸部を活用した道路であったことから、波浪・高波
による通行止めが想定されたため、同日に事前説明会を
開催し、地元住民の方々や行政機関に注意点を周知した。

事前説明会で職員の説明に耳を傾ける地元住民と関係者

３�．事業の成果
緊急復旧道路を整備することで大きな迂回が不要とな
り、輪島市街地まで所要時間が最大約２時間を要してい
た地域では、約30分に短縮された。
また、本事業により、地震後初となる白米千枚田での
田植えを再開することができた。復興のシンボルとして
地域の活動を応援するとともに、輪島市全体の方々に
喜んでいただき、テレビ５社、新聞６社により報道され、
全国から大きな注目を集めた。

４�．おわりに
復旧・復興につながる重要な社会資本である道路とし
て、引き続き復旧を進めることで、能登地域の更なる活
性化と創造的復興が期待される。
「さあ、復興のとき今」

キーワード 緊急復旧道路、隆起した海岸

令和６年能登半島地震で通行不能となった国道249号（輪
島市野田町）では、隆起した海岸部を活用し、一車線の道路
を整備し、緊急車両の通行を確保した。能登半島地震からの
道路復旧に当たり、地域の生業の再建などと連携した取組で
あった点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　清水建設㈱、日本工営㈱

受賞機関　�国土交通省 北陸地方整備局 能登復興事務所

崩壊地を避け、隆起した岩礁の上に造られた緊急復旧道路
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64山陽自動車道　尼子山トンネル車両火災事故復旧工事

１�．はじめに
令和５年９月５日午前１時頃、山陽自動車道（播磨
JCT～赤穂IC間）尼子山トンネル下り線において、23
台の車両が焼損、火災鎮火まで40時間を超える事故が
発生した。この火災に伴い、当該トンネルは既設覆工
コンクリートの再施工を要するなど、過去に例を見ない
甚大な損傷を受けた。　
復旧には長期間に及ぶ通行止めを余儀なくされたが、
関係者の尽力により、予定より約２週間早く通行止めを
解除することができた。

鎮火後の尼子山トンネル坑内

２�．事業の概要
先述の火災に伴い、尼子山トンネル全長592ｍのうち、
約400ｍが延焼、トンネル本体や照明設備などに甚大な
被害を受けた。
鎮火後のトンネル内部は剥がれ落ちた覆工コンクリー
ト殻、照明設備類や焼損車両など、大量の堆積物があり、
撤去・搬出作業は困難を極めた。
堆積物搬出作業と並行し、早期復旧及び通行確保に向
け、有識者８名に緊急でご参集いただき、「山陽自動車
道 尼子山トンネル火災事故技術検討会」を発足し、損
傷状態把握のための調査計画、復旧方針の検討や復旧後
のモニタリング方法などについて、計４回の検討会を開
催した。また、並行する国道２号の渋滞・混雑対策のた
め、国土交通省近畿地方整備局を中心に有識者、行政機
関、道路会社などから構成される、「山陽道トンネル内

火災事故に対する交通マネジメント検討会」を設置し、
中国自動車道への広域迂回強化策を策定した。
トンネル覆工の損傷が深い箇所は、トンネル坑内とい
う狭小箇所において施工性に長け、ハツリ深さの管理が
容易なツインヘッダー（油圧式トンネル切削機）を採用
し、損傷が浅い箇所はウォータージェットによりそれぞ
れ脆弱部を除去した。
覆工損傷部を除去した後は、内巻補強工を施工したが、
セントル（移動式型枠）を２基投入し、コンクリート打
設と養生を日々交互に行った。
ほぼすべての設備が焼損した施設設備の復旧に際して
は、製作に長期間を要する照明器具は、仮復旧状態で供
用を開始し、また、トンネル内に埋設されている防災本
管（非常時に消火栓や水噴霧器へ水を送るための重要設
備）も損傷しており、すべて取り替えて復旧した。

セントル覆工打設状況

３�．事業の成果
24時間体制のもと、多くの関係者の精力的かつ献身
的な対応により、令和５年12月15日午前11時（発災か
ら102日目）に、予定より約２週間前倒しで通行止めが
解除された。

４�．おわりに
類例のない大規模な道路トンネル焼損を受け、手探り
状態から始まった復旧作業が、安全性を確保した上で早
期復旧が達成されたことは、ご協力をいただいた警察、
消防、有識者、情報提供などにご尽力いただいた国土交
通省、兵庫県、岡山県をはじめ、沿線の自治体、バス協
会、トラック協会などの関係機関、そして、24時間体
制のもと復旧作業を遂行された工事関係者など、復旧に
携わってくださったすべての皆さまのご支援の賜物であ
り、深く感謝申し上げる。

キーワード トンネル火災、移動式型枠（セントル）

山陽自動車道 尼子山トンネル下り線で車両火災により甚大
な損傷が発生。切削・再施工を要したが、関係者の尽力で当
初予定より約２週間早い12月15日に通行止めを解除。並行す
る国道２号への迂回対策のため、有識者、行政機関、道路会
社などから構成される検討会を開催するとともに、工法も工
夫し、年末の繁忙期前に通行止めを解除した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　鹿島建設㈱、㈱NIPPO、㈱トラスト、㈱ケー・エフ・シー

受賞機関　�西日本高速道路株式会社 関西支社 姫路高速道路事務所
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65県道宇和野村線地すべり災害復旧工事

１�．はじめに
平成30年７月５日から８日にかけての梅雨前線による
豪雨では、愛媛県内各地で斜面崩壊や土石流などが発生
し、甚大な被害が生じた。西予市野村町栗木では、山側
斜面（延長約50ｍ、高さ約40ｍ）が崩壊し、崩積土の
流出により県道宇和野村線が全面通行止めとなった。
被災直後に実施した緊急現地調査の結果、この崩壊は、
豪雨による地すべり土塊の移動に起因するものであると
確認された。地すべりブロックは３ブロック確認され、
規模は非常に大きく、最大斜面の延長約130ｍ、幅約
100ｍ、最大層厚約24.5ｍ、移動土塊約13万３千㎥と
推定された。

被災斜面、地すべりブロックの規模

２�．事業の概要
地すべり斜面直下には、一級河川肱川が流下し、下流
にある鹿野川ダムの湛水域がある。そのため、更なる崩
壊による地すべり土塊の河川への流出を防止する必要が
あった。これらの現地条件や制約を踏まえ、斜面に直接
対策を講じることで地すべり全体の安定化を図ることと
した。
対策に当たっては、地すべり活動の直接的な誘因であ
る地下水位の低下と土塊重量の軽減を図るため、地下水

排除工（横ボーリング工）と地すべり頭部の土塊の排土
工を先行実施し、滑動力を抑制させた後に、抑止工であ
るグラウンドアンカー工などを実施した。
頭部排土に当たっては、被災箇所背後地にある集落と
入念に調整し、また、既存の農道を一部工事用道路に利
用し、工期短縮を図った。さらに、グラウンドアンカー
工の施工は、高所かつ急斜面の地すべりブロック面を掘
削する危険性の高い作業となることから、無人掘削機を
遠隔操作する「高所無人掘削工法」を採用し、迅速かつ
安全な施工に努めた。

３�．事業の成果
全面通行止めの期間が長期間に及ぶことから、グラ
ウンドアンカー工の一部施工により、一定の安全性が確
保された段階で、片側交互通行での交通開放を行い、通
行止め期間の短縮を図った。
その後も全面開放に向けて下段部のグラウンドアン
カー工の施工を進め、令和５年７月31日に片側交互通
行の規制を解除し、すべての復旧工事が完了した。

復旧工事完了

４�．おわりに
本復旧工事に当たり、ご尽力された測量・地質調査・
設計コンサルタント、施工業者や西予市など関係機関の
方々、そして通行止め期間中及び工事期間中に多大なご
理解とご協力を賜った地域の方々に深く感謝申し上げる。

キーワード 災害復旧、地すべり、事業効果の早期発現、
施工時の安全対策

平成30年７月豪雨で崩壊した県道宇和野村線は、複数の地
すべりへの安全対策を講じつつ工事を進め、令和４年９月に
通行止めを解除、令和５年７月に完了した。大規模な地すべ
り災害において、遠隔操作による無人掘削機の採用など安全
な施工を実現した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　㈱荒谷建設コンサルタント、㈱愛媛建設コンサルタント、
㈱西建設

受賞機関　�愛媛県 南予地方局 西予土木事務所
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66二級河川小本川災害復旧助成事業

１�．はじめに
小本川は、岩手県の北東部に位置し、北上高地の国境
峠に源を発し、太平洋に注ぐ流域面積731㎢、流路延長
65㎞の二級河川であり、小本川流域は、岩泉町がおお
むね全域を占めている。
また、流域の土地利用状況は、山林が約90％を占め、
宅地は岩泉地区や海岸部の小本地区の市街地、さらに小
本川沿いに点在しており、全体の１％未満である。
平成28年８月の台風10号の豪雨により、小本川が溢
水し、河川護岸の倒壊、家屋や田畑の浸水、国道455号
の被災や橋梁の流失による交通断絶など、甚大な被害が
発生した。

２�．事業の概要
小本川では、総延長約50㎞に及ぶ県内最大規模の河
川改修を計画し、うち小本川上流区間（22.8㎞）には
災害復旧助成事業を導入した。河道の拡幅や掘削などを
行い、流下能力を確保し、再度災害の防止を図った。
また、流木が橋梁部に堆積し、流れが阻害されて溢水
したことにより、浸水被害が拡大したことを踏まえ、岩
泉町市街地の上流に大規模流木捕捉施設を整備した。
一方で、平成28年の台風10号をはじめとする近年の
激甚な水害や気候変動による今後の水害の激甚化・頻発

化に備え、小本川水系流域では、あらゆる関係者が協働
し、流域全体で水害の軽減を図る「流域治水」に取り組ん
でいる。令和３年２月には、全国に先駆け「小本川水系
流域治水協議会」を設立し、河川改修事業をはじめ、関
係者による様々な対策を「流域治水プロジェクト」とし
て体系的に推進している。

３�．事業の成果
令和６年８月の台風５号による豪雨では、平成28年
と同規模の総雨量（251㎜）であったが、治水対策の進
捗が図られたことにより、浸水被害がなく（平成28年：
床上723戸・床下121戸→令和６年：０）、整備効果を
発現した。
また、全国的に事例の少ない流木捕捉施設の計画策定
に当たっては、水理模型実験を実施し、流入口の位置・
幅・高さやスリット構造など、形状を変えながら、より
高い捕捉率が得られる形状や配置とすることができた。
流木捕捉施設完成後には、インフラツーリズムの推進
を図るため、AR（拡張現実）技術を活用し、洪水時に
流木を捕捉する様子をCG映像で見られるデジタルコン
テンツを作成した。今後は、小中学生を対象とした防災
学習の場などを通じて活用していく。

流木捕捉施設全景

４�．おわりに
本事業の実施に当たり、地域の皆さまにご理解とご協
力を賜ったこと、また、地元建設業者をはじめ、工事受
注者の皆さまにご尽力いただいたことに、この場をお借
りして感謝を申し上げる。

キーワード 県内最大規模、流域治水、整備効果発現、大規
模流木捕捉施設、インフラツーリズムデジタル
コンテンツ

台風10号で被災した岩泉町小本川で、再度災害防止を目的
として、総延長約50㎞の河川改修を計画。県と地元が連携
し、約８年で約23㎞の整備を完了した。水理模型実験を活用
し、効果的な大規模流木捕捉施設の設置等を含む大規模な河
川改修等を、県・地元建設業者等が一体となって実施するこ
とにより、同規模の洪水に対して効果を発揮し、地域を守っ
た点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　㈱中村建設、東日本コンクリート㈱、㈱日本ピーエス、
昭和コンクリート工業㈱、樋下建設㈱、蒲野建設㈱、㈱畑中組、
三陸土建㈱

受賞機関　�岩手県 沿岸広域振興局 土木部 岩泉土木センター

完成後
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67小田川合流点付替え事業（真備緊急治水対策プロジェクト）

１�．はじめに
平成30年７月豪雨により、高梁川水系の小田川及び
小田川支川の計８ヶ所で堤防が決壊し、倉敷市真備町で
は、死者51名、浸水面積約1,200ha、浸水戸数約4,600
棟という甚大な被害が発生した。
これを受けて、国・岡山県・倉敷市が連携して「真備
緊急治水対策プロジェクト」を策定し、各主体がハード
対策及びソフト対策に取り組み、令和６年３月に完成を
迎えた。

完成式典（令和６年３月23日）

２�．事業の概要
本プロジェクトは、平成30年７月豪雨災害により明
らかとなった様々な課題に対して、国・岡山県・倉敷市
が「ハード対策」、「ソフト対策」についてそれぞれの具
体的な行動計画を定めたものである。
ハード対策は、小田川合流点付け替えや小田川堤防強
化等を実施した。BIM/CIMの活用に加え、大規模工事
において、大型建設機械及びICT施工などの導入による
生産性向上にも取り組んだ。
ソフト対策は、地元の方々と協働でマイ・タイムラ
イン及び地域連携型要配慮者マイ・タイムラインを作成
した。これを出前講座や劇団によるミニドラマDVDの
配布などで普及させるとともに、SNS、地元のラジオや
ケーブルテレビを活用して情報発信を行った。

また、一部区間の河川敷では、マレットゴルフを楽し
みながら、草の踏み倒しなどを地域の方々に行っていた
だくことで、維持管理において地域との連携が図られた。

３�．事業の成果
ハード面では、高梁川からの背水の影響が減少したこ
とにより、令和６年11月の台風21号の出水時には、小
田川で約4.6ｍの水位低減効果（推定値）があったと考
えられる。
ソフト面では、マイ・タイムラインの作成・普及を連
携して行うことなどにより、地域住民の防災意識の向上
が図られた。
また、まびふれあい公園（復興防災公園）は、平常時
は防災教育や真備の魅力発信の場、災害時は防災拠点な
どとして活用でき、倉敷市真備町地区の復興、地域の活
性化や防災意識醸成を目的に、令和３年３月に登録され
た「小田川かわまちづくり」の一環として、国が実施す
る小田川堤防強化と一体的に倉敷市により整備され、地
域のにぎわいの創出に寄与している。

まびふれあい公園

４�．おわりに
本プロジェクトは、予算の集中投資、生産性向上等の
取組により、おおむね10年間で完成する予定としてい
たが、令和６年３月に前倒して完成することができた。
この場をお借りし、関係者の皆さまに改めて感謝申し上
げる。
今後も、本プロジェクトを通じて培われた地域の防災

意識が更に高まり、地域活性化が進むことを期待している。

キーワード 関係機関が連携・協力した事業、生産性向上、
地域と連携した河川管理、積極的な情報発信、
緊急治水対策プロジェクトとかわまちづくり
（防災拠点整備）の連携

平成30年７月豪雨で堤防決壊など未曾有の豪雨災害を受
け、国・岡山県・倉敷市が連携し「真備緊急治水対策プロジェ
クト」を策定。本プロジェクトのハード対策として、小田川
合流点付替え事業を実施し、令和６年３月に完成した。本プ
ロジェクトの実施に当たっては、ハード対策だけでなく、地
域連携型の要配慮者マイタイムラインの作成支援・普及など
のソフト対策を国・県・市が連携し一体的に取り組んでいる
点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

受賞機関　�国土交通省 中国地方整備局 岡山河川事務所
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68その他河川　天地川　砂防激甚災害対策特別緊急工事（堆積工）
における取組について

１�．はじめに
広島県安芸郡坂町小屋浦地区には、多数の渓流が存在
し、降雨時にはその多くが天地川及び天地川の支川へと
集約される。
平成30年７月豪雨では、大規模な土石流が発生し、
天地川などが埋塞・氾濫した。この結果、地区の家屋の
大半が倒壊又は土砂で埋没し、15名の尊い命が犠牲と
なる甚大な土砂災害となった。

２�．事業の概要
流域内には、渓流侵食や崩壊地が多数あり、調査の結
果、約86,000㎥もの土石流対策が必要であることが判
明した。そこで、流域内に４基の砂防堰堤を整備し、堆
積工（約7,500㎥の土砂を抑制）を組み合わせ、全体計
画を立てた。
堆積工は、土石流を減勢することで、土砂を堆積し捕
捉する施設であるが、今回のような大規模な整備は、県
事業として初めての試みである。

堆積工を下流から上流に向け撮影

５つの砂防施設（砂防堰堤：４基、堆積工：１箇所）
については、令和元年12月に１基目の堰堤が完成し、
令和５年５月に堆積工が完成、令和６年２月に砂防堰堤
４基目が完成したことで、土砂災害に対して必要な安全
度を確保している。

３�．事業の成果
小屋浦地区においては、災害直後より、復旧工事、防
災工事が継続しており、地域住民から、「大規模な災害
があったことを後世へ伝えたい」、「地域の防災意識を高
めたい」、「何か記念として残せないだろうか」との声が
寄せられた。そこで、施工業者協力のもと、地域住民と
も相談しながら、災害を忘れないための取組として、護
岸や底板コンクリ－ト面に地域住民の方々に『小屋浦の
好き・願い・笑顔』をテーマに絵を描いてもらうことと
した。
このことにより、地域住民に事業への関心や親しみを
更に持っていただき、子どもから大人まで様々な世代が
参加した。そして、土木構造物をキャンバスとした、災
害の伝承につながる夢のある取組が実現した。

地元園児の描画状況

４�．おわりに
お披露目イベントでは、こどもの日が近かったことか
ら、堆積工の上空を青空の中、鯉のぼりが泳ぐ姿がメ
ディア等に取り上げられ、終始笑い声や歓声が絶えず、
地域住民と一体感のあるイベントとなった。堆積工は、
投票形式で愛称（小屋浦いこいの美術館）が付けられ、
地域で愛される土木構造物となっている。

キーワード 地域一体となった復興、地域防災力の強化、
災害伝承

平成30年７月豪雨で甚大な被害を受けた坂町小屋浦では、
緊急砂防事業を推進し、天地川で計画した５施設の整備によ
り、同規模災害に対する安全度を確保した。災害関連緊急事
業を行うに当たり、きめ細やかな住民説明を重ねることで事
業理解を促進し、円滑に実施できたのみならず、地域住民の
発意により、災害伝承の様々な取組の実施につながったこと
が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

受賞機関　�広島県 西部建設事務所

お披露目イベント時
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全建賞 災害枠 河川部門

69肱川河川激甚災害対策特別緊急事業 堤防本体完成

１�．はじめに
平成30年７月豪雨により甚大な被害（床上浸水約
2,672戸、床下浸水約874戸）を受けた肱川流域では、
再度災害の防止を図るため、国・県・市が連携し、ハー
ド・ソフトの両面から取り組む「肱川緊急治水対策（つ
なごう肱川プロジェクト）」を推進した。
当事業は、肱川緊急治水対策におけるハード整備の根
幹として位置付けられた「河川激甚災害対策特別緊急事
業（激特事業）」の国管理区間として、肱川中下流部15
地区（約6.9㎞）の堤防整備を行った。

肱川河川激甚災害対策特別緊急事業

２�．事業の概要
本事業は、これまでの肱川の河川整備方針に従い、下
流から順次堤防を整備し、上下流のバランスに配慮する
整備方針とした。令和４年度末までに東大洲地区を含む
下流11工区の堤防整備を完了させ、東大洲地区から上流
地区４工区の堤防整備を令和５年度末までに完成させた。
激特事業期間の５か年という限られた期間内で、15
工区・約6.9㎞の堤防を完成させるため、堤防形式の工
夫、陸閘構造による堤防締め切りやプレキャスト製品の
活用など、最大限の施工の効率化を図りながら、事業期

間内で堤防整備を完了させた。
一例として、玉川只越地区は、背後地には市道平地慶
雲寺線が通り、狭隘な地区に家屋が密集している。さら
に、Ｎ値３程度の軟弱な地層が、深いところで10ｍほ
ど続いているため、通常の土堤方式での築堤が困難な地
域であった。
激特事業期間中に、約1.7㎞の堤防を完成させるため、
大型ブロックによる築堤や特殊堤（パラペット）のプレ
キャスト化などにより工期を約150日間短縮し、事業期
間内で堤防整備を完了させた。

完成した玉川只越地区

３�．事業の成果
本事業により、昭和18年の洪水被害以降、約80年に
わたる悲願であった肱川の国管理区間の堤防が完成し、
平成30年７月豪雨と同じ洪水が発生しても、堤防から
越水しないよう対策が完了した。

４�．おわりに
本事業の推進に当たっては、再度災害防止を図るため、
国・県・市が連携し、ハード・ソフト一体となった「肱
川緊急治水対策（つなごう肱川プロジェクト）」を推進
した。
ご協力いただいた関係者の皆さま、多大なるご理解を
賜った地域の皆さまに、改めて感謝の意を表する。

キーワード 激甚災害対策、上下流バランス、暫定堤防嵩上げ、
陸
りく

閘
こう

構造

平成30年７月豪雨を受け、「肱川緊急治水対策」を推進。堤
防を整備し、同規模の洪水でも越水を防ぐ安全対策として、
短期間で15地区の堤防整備を完了。堤防形式の工夫やプレ
キャスト製品の活用により施工の合理化・効率化を図り、工
期短縮を実現した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　㈱新井組、向成建設㈱、中央コンサルタンツ㈱、
㈱東京建設コンサルタント、㈱建設技術研究所、㈱建設マネジメント四国

受賞機関　�国土交通省 四国地方整備局 大洲河川国道事務所
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全建賞 災害枠 河川部門

70桂川流域災害復旧事業
（災害復旧助成事業、河川災害復旧等関連緊急事業）

１�．はじめに
桂川は、福岡県朝倉市荒田にその源を発し、山地部を
貫流し、大分自動車道下流の水田地帯にて左支川妙見川、
右支川新立川、荷原川を合わせて筑後川へ合流する一級
河川である。
桂川流域では、平成29年７月九州北部豪雨により３
箇所で堤防が決壊するなど、浸水面積約1,098ha、浸水
家屋796戸の甚大な被害が発生した。
この豪雨を契機とし、本県では桂川流域の支川を含む
ほぼ全管理区間において、災害復旧助成事業並びに河川
災害復旧等関連緊急事業を活用し、平成29年度から大
規模な河川改修事業を実施した。

２�．事業の概要
２つの事業の総延長は約28.7㎞、総事業費は約607億
円であり、流下能力を確保することを目的に、河道拡幅、
築堤、護岸整備、遊水地整備、橋梁・堰の改築などを実
施した。
桂川における過去の調査では、九州在来のタナゴ類が
６種類すべて生息していることが確認されている。タナ
ゴ類は、種類により異なる生息環境を好むことから、一
つの河川ですべて生息していることは非常に稀であり、
桂川が以前から多様な河川環境を有していたことがうか
がえる。このことから、事業の実施に当たっては、多自
然川づくりアドバイザー制度を活用し、学識者と協議を
重ね、事業計画を策定した。
事業を進めるに当たっては、タナゴ類の中で特に絶滅
の可能性が高く、国内希少野生動植物種に指定されてい
るセボシタビラの保全を主な目標とした。
セボシタビラは、二枚貝を産

さん
卵
らん
母
ぼ
貝
かい
とすることから、

二枚貝を工事の影響を受けない近隣の河川等に事前に一
時的に避難させ保護した。また、セボシタビラは、流れ
のある瀬を好むことから、河道掘削後に転石や木杭によ
る補助工法を設置することで環境の早期復元を図った。
さらに、九州大学及び環境省の協力のもと、セボシタビラ

の個体を一時的に保護し、人工繁殖により個体数を増や
し、事業完了後に放流する取組も行っている。

木杭による瀬の創出

施工直後施工直後 施工後 2 年施工後 2 年

３�．事業の成果
令和５年７月の大雨では、九州北部豪雨の４分の３程
度の累加雨量を記録したが、本事業の効果もあり、家屋
の浸水被害は発生しなかった。
また、河川環境については補助工法の効果もあり、良
好な環境が確実に形成されている。事業完了後の環境調
査では、完了直後と比べ確認された魚類の種数が増加し
ている。
一方で、保全を目標としていたセボシタビラについて
は、生息が確認できた地点がまだ少ないこともあり、引
き続き注視していく必要がある。

改修前後の桂川の様子

（前）（前） （後）（後）

４�．おわりに
本事業は、災害を契機として短期間で大規模な河川改
修を行うものであり、良好な河川環境の保全は非常に困
難であったが、学識者の意見を踏まえ、復元の取組に努
めたことにより、元の桂川の環境が回復しつつある。今
後も目標とする河川環境の実現に向けて取組を継続して
いく所存である。

キーワード 災害復旧、多自然川づくり、学識者との対話

平成29年７月九州北部豪雨による浸水被害への対策とし
て、河道拡幅や橋梁架替などを実施。再度災害防止のため、
早期の事業完了が求められる中、環境調査で生息生物を確認
し、桂川の瀬やワンドなど、河川環境特性を踏まえた設計を
行った。多自然に配慮した川づくりを丁寧かつ迅速に進めて
いる点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

受賞機関　�福岡県 朝倉県土整備事務所
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全建賞 災害枠 都市部門

71秩父ミューズパーク災害復旧事業

１�．はじめに
秩父ミューズパークは、埼玉県秩父市と小鹿野町にま
たがる、約271haの広大な丘陵地帯に位置する都市公
園である。
令和元年東日本台風（台風19号）による最大日降水
量511㎜/日の豪雨を受け、大規模地すべりが発生し、
公園施設である園路、遊歩道、広場、駐車場等が被災した。
令和３年度には、災害復旧事業として採択され、地す
べり対策工事を進め、公園施設の復旧を行った。

２�．事業の概要
令和元年東日本台風の記録的な大雨により、令和元年
10月13日に公園内の斜面広場周辺で、幅約350ｍ、延
長約250ｍの地すべりが発生した。約98万㎥の地すべ
り土塊により、地すべり脚部の谷地形にある普通河川桜
久保沢が約280ｍにわたり河道閉塞を起こした。
被災後、UAVレーザー測量を実施し、地形の把握と
地すべり観測を行った。さらに、下流部の保全対象を守
るため、崩壊土砂を監視するカメラや土石流センサーを
設置し、土石流発生時には、関係者に電子メールで避難
を連絡できる体制を構築した。
地すべり対策工事は、抑制工と抑止工の２つに分け、
工事を実施した。抑制工として「渓流保全工」、「地表水

排除工」、「排土工」、「抑え盛土工」、抑止工として「アン
カー工」、「法枠工」を実施した。
特に渓流保全工では、崩壊土砂上の施工となること、
また、最下流部が深く落ち込んでおり、急勾配（本川
20％以上、支川30％以上）が続くため、法面の安全に
配慮する必要があった。床固工等の施工は、型枠は近傍
で地組を行い、速やかに設置することで降雨による法面
崩壊のリスクを低減した。
また、工程会議では、3Dプリンターで作成した模型
を利用し、工事の進捗把握や次の工程の検討に役立てた。

完成後の写真

３�．事業の成果
狭隘かつ急勾配な現場状況において、最大６箇所を同
時に施工する厳しい環境であったが、工程会議を定期的
に実施し、次の作業の段取りを入念に調整した結果、無
事故、無災害で工事を完了することができた。
また、地すべりの対策工事の完成及び公園施設の復旧
は、公園の安全性の向上だけでなく地域の安心・安全に
も大きく貢献したと考えている。

４�．おわりに
近年、自然災害が頻繁に発生し、その規模も大きく
なっている。今回の災害復旧事業で得た経験を、今後の
防災対策に活かしていきたいと考えている。
最後に、事業推進にご協力いただいた、国、埼玉県及
び秩父市、並びに工事関係者及び建設コンサルタントの
皆さまに深く感謝申し上げたい。

キーワード 災害復旧工事（地すべり対策工事）の品質管理

秩父ミューズパークでは、台風19号により発生した大規模
地すべりで被災した遊歩道等の復旧を目的に、令和３年度末
の災害査定を経て、大規模な復旧工事を実施。被災した公園
における法面の復旧と地すべり対策工事を実施したものであ
り、厳しい現場条件の中、急勾配地での安全対策などに留意
しつつ、無事故無災害で工事を完了させた点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　日本工営㈱、サンコーコンサルタント㈱、秩父土建㈱、
㈱山口組

受賞機関　�埼玉県 営繕・公園事務所

被災当時の写真
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全建賞 災害枠 漁港漁場部門

72宮ノ浦漁港西防波堤災害復旧工事における改良復旧

１�．はじめに
令和３年９月17日、漁業者より「今、漁港にいる。
防波堤が一つ倒れ、波が来るたびに他の防波堤も倒れて
いる」という一報が入った。
10ｍを超える構造の防波堤が容易に倒壊することは
信じがたく、確認のために職員が直ちに現場に向かった。
現場を確認すると、第一線防波堤の相当区間が倒壊して
いる状況であった。
本事業は、早期復旧と再度災害防止を目的として災害
関連事業を活用した取組である。

２�．事業の概要
宮ノ浦漁港宮ノ浦地区は、本土の陸路最西端に位置し
ており、平戸市内でも有数の陸揚げ金額を誇る生産拠点
漁港である。
西日本から東日本へと日本列島を横断して進んだ令和
３年台風14号の影響で、西防波堤のケーソン式断面区
間180ｍのうち、２/３に当たる120ｍ（ケーソン６函）
が港内側に大きく滑動し、沈下・傾斜や転倒などの被害
が発生した。
被災状況を早期かつ詳細に把握するため、ナローマル
チビームソナーと潜水士を併用した深浅測量を実施し、
水中部の状況を可視化した。その結果、被害が甚大で
あったことから、農林水産省の取組であるMAFF-SAT
（農林水産省サポート・アドバイス・チーム）を活用し、
水産庁職員の早期派遣を受け、復旧方針や災害関連事業
の活用に関するアドバイスを得て、災害査定に向けた道
筋が明確となった。
次に、被災波を推算したところ、当初設計時の波高
2.6ｍに対して被災波は3.6ｍを超える高波浪であった。
また、現行波も推算したところ、被災波に近い波高で
あった。このため、原型に復旧した場合、同様の台風が
来襲した際に再度災害を受けるおそれがあり、再度災害
防止の観点から災害復旧事業と災害関連事業を併用し、
現行の設計波を用いて改良復旧することとした。
被災区間120ｍについては、現況よりも大型化した
ケーソンを製作・設置し、未被災区間の60ｍについて
も、被災区間と同断面・同法線であることから、災害関
連事業により既設ケーソンの港内側の拡幅及び天端高の
嵩上げを行うこととした。また、被災した既設ケーソン
の無筋コンクリート部を陸揚げして選別し、細かく破砕
して新規ケーソンの中詰め材として再利用することでコ
ストの縮減を図った。

３�．事業の成果
令和３年12月に災害復旧事業費の決定通知（災害関
連分含む）があり、令和４年１月に工事を発注し、令和
６年の台風シーズンを前に復旧工事が完了した。被災後
は、出漁回数が被災前と比べ約４割減少したほか、防波
堤背後の用地に立ち入れないなどの二次被害が生じてい
たが、工事の完了によりこれらは解消された。また、工
事完了後の台風シーズンにおいても、新たな被害は確認
されなかった。

被災直後

復旧工事完了後

４�．おわりに
今回の災害を経験し、早期復旧には初動対応、とりわ
け早期の現状調査の重要性を改めて実感した。宮ノ浦漁
港の災害復旧にご尽力いただいた査定官、立会官、設計
コンサルタント、施工業者、漁業者をはじめ、地域の
方々に感謝申し上げる。

キーワード 防波堤、災害復旧事業、災害関連事業

令和３年の台風で被災した、宮ノ浦漁港西防波堤の未被災
区間と合わせた180ｍの改良復旧事業。災害復旧事業等を活
用し、資材再利用や新技術で効率化と堤防の強化を図った。
新技術であるナローマルチビームソナーを用いて被災状況を
可視化し、早期の災害復旧を実現した取組が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

賛助会員　復建調査設計㈱

受賞機関　�長崎県 県北振興局 建設部 港湾漁港第二課�
長崎県 水産部 漁港漁場課

被災区間の改良復旧断面
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